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要 旨

トランジスタ継電器の信板度向上について,その考え方を述べ,従来,主として考えられてきた固有信顔虔

向上のための方法とともに,現用継電器の事故原因分析結果から,使用倍額度向上のための新しい自動監視方

式を考案し,その具体例を検討した結果を報告する｡.

1.緒 R

保護継電器は過電流継電器に始まり,その動作原理も電磁形から

静止形へと,幅広く開発されてきている｡これら継電器は,特性而

の開発もさることながら,高信転変化が一貫した主要課題である｡

特に最近のトランジスタ継電器を主幹系統に適用するに際し,あら

ためて信瞭度に関する諸問題を再検討するに至っている｡その結

果,常時監視および自動点検を主体とする自動監視方式の採用によ

り,さらに信板度の向上が期待できる｡一方,省力化の効果も加味

され,試験の簡略化または自動化の方向にも検討が進められている｡

現在,その適用範囲は主幹系統のみでなく,全範囲のリレーシス

テムにも広がってきており,一部の継電装置に実用化した例もある｡

これらの関連についてほ電気協同研究会主幹系統保護施設専門委

員会において検討され,現用継電器の問題点と対策の指針が発表さ

れている｡また,引き続き自動監視専門委員会においても,現在,

検討が進められている｡

本稿では,保護継電器を主体に信頼度向上の考え方を述べ,さら

に現状の継電器故障の実態を,日立製作所納入品につき調査した結

果をもとに,新しい自動監視方式を考案し,各動作原理の継電器へ

の適用の基本体系をまとめた｡

2.トランジスタ継電器の信頼度

2.1信頼度向上の方策

一般に機器の信板度を論ずる場合,信頼度関数月(′)を次のよう

に表音っして検討している｡

月(の=βイニュ(′)d′ (1)

ここに, ス(才):瞬時故障率

一般電子部品ほ,ワイプル分布(1)で形状パラメータが1以下の故

障率低減形の憤向である｡この点の大小ほ,スの大小によっても論

じられている｡

従来から信頼度向上のために払われた努力は主としてスの減少化

であり,メーカーとして当然なすべきことである｡これらは製品の

固有倍療度向上であり,その成果は後述するようにMTBFを著し

く増大させている｡

しかし主幹系統保護施設専門委員会報告(2)にも結論されているよ

うに,固有信瞭度向上のみでは限度があり,あらためて使用状態を

考慮した使用信頼度向上策を採用する必要がある｡使用信頼度の向

上は常時監視または,短周期の自動点検を行ない,児(才)を改善す
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ることにより初めて達成される｡

2.2 固有信頼度の向上

保護継電器の固有信頼度向上には,その製造過程において,次の

ことを考慮する必要がある｡

(1)部品の選択

(2)回路および定数の決定

(3)組込作業の安定化

(4)品質管理の手法

これらの問題はすべて,ある基準を設仇 それに従って品質が維

持されるもので,すでにこれまでの種々の経験,検討の積み重ねの

うえに一定の管理を行なっている｡トラソジスタ継電器開発の初期

には前記(2)(3)(4)の管理不じゅうぷんによる製作上の不良の

占める割合が大であったが,これらの改善に伴い,絶対値の減少を

みたが,比率のうえでは部品不良の示す割合が大きくなる慣向にあ

る.っこれら部品の不良の発生度合いは温度への依存性が大きく,こ

れに伴って,使用電圧,電流に裕度をもたせ,ディレーテイングを

考慮した使用基準の設定が高品質を保つ手段として有効となる｡

2.3 多重化と信頼度

システム構成についてほ一般に冗長度を加えることによって総合

信板度を向上させることができる｡

保護継電器の不良動作は,誤不動作および誤動作の2面がある｡

誤不動作ほ事故の除去を遅延させ,系統全体の安定運転をおぴや

かすもととなり,完全に防止せねばならない｡

一方,ある保護範閃を保護する継電装置は保護区間内事故よりも,

むしろ保護区間外事故にさらされる機会が多く,したがって誤動作

同様完全に防止しなければならない｡

図1は実用性を有する範囲において,代表的な構成につき,総合

信蹟度を求めたものである｡固より明らかなように三重化または,

四垂化を図った場合誤不動作率Pおよび誤動作率馴ま両者ともに改

善することが可能で,多重化によりP,釧ま各単位システムの二乗

オーダで改善することができる(3)｡

2.4 事故例とその解析

表1は日立製作所納入の各種リレーの昭和42年虔における過去

4年および昭和45年における過去5年に発生した不良の原因別,

百分率を示したものである｡また各調査時点におけるMTBFは前

者が106時間オーダであるのに対し,後者では107時間オーダであ

り,両者の間にほぼ1けたの改善が見られる｡

以上,表1およぴMTBFの比較から

(1)全体的に故障発生率が減少した｡

(2)MTBFの改善には作業不良の減少が大きく貢献している｡

(3)今後のおもな改善点としては部品不良の減少を図る必要が

ある｡
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図1 システム冗長度と信栢度
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(最初の0.5年間の故障発生件数を100%とする)

囲2 設備後の経過年に対する故障発生件数の変移

特に(3)に関しては部品のスクリーニソグ,または,高温ふん圃

気中での通電状態によるデバッギソグが有効な手段と考えられる｡

一方,これら故障発生は,交流回路部と直流回路部に分けた場合

納入後の経過年月とともに,図2のように故障発生傾向に差がみら

れる｡交流回路部ほ経過年月と関係なく発生しているが反面直流回

路部の故障発生件数ほ,経過年月に従って減少する傾向にあり,

3.5年間の故障発生件数の半数以上が1個年以内に発生しその平均

ほ10個月となっている｡また,これら故障の発見動概別に分棋を

してみると表2の結果となり,故障発生後,比較的早く発見し得た

巡視中の発見率ほ1,5%と非常に少ない｡したがって,はとんどす

べての場合が定期点検またはなんらかの不ぐあい動作で発見されて

いる｡特に図2の故障発生平均経過時間が10個月である点から,最
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表1 原因別故障発生件数の推移

調査年度

故障発生原因

部 品 不 良

作 業 不 良

特 性 変 化

故 障 発生件 数(%)

昭和42年調査l昭和45年調査

23 1 55

47

19

取 扱 不 良

計

11

100

表2 故障発見動機別件数

27

13

5

100

発 見 の 動 機 l 故 障発 見 件数(プJ)

定期点検中発見

不ぐあい動作により発見 50.5

巡 視 中 に 発 見1 1.5

48

52

計 】 100

表3 故障種叛別発生件数

不 良 種 頸 発 生 件 数(%)

破損不良

特性不良

90

10

計 100

0

0

2

0

20
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(最初の0.5年間の故障発生件数を100%とする)

囲3 電圧調整継電器の設備後経過年に対する

故障発生件数

悪定期点検までの不完全な保護となる時間の短縮には自動監視方式

の採用が最も有効であることを示している｡また,自動監視の具体

的ノ氏検内容を方向づけるため前記データをもとに表3のような分叛

を行なった｡この裏から誤動作,誤不動作となる破損不良が90%

を占め,特性不良は10%に過ぎず,また内容的にほ軽微な誤差増

加で事故までに至らないものである｡したがって自動監視を健否チ

ェックのみにとどめても重大事故のはぼ100%に対処できることを

示している｡

3.自動監視方式

3.】使用倍額度向上

自動監視の基本は異常の早期発見であり,その後の処置が直ちに

なされることが前提で,機器のダウンタイムを極力少なくすること

が目的である｡現在行なわれている定期検査の間隔が適正か否かを

判断するために,負荷時タップ切換群付変圧器に使用される電圧調

整継電器を考えてみる｡この継電器は不ぐあいが発生した場合,系

統電圧に異常をきたすため,自動監視付と全く等価であると考えら

れる｡継電器設置後,経過年に対する故障件数ほ図3に示すとおり

45
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で,2年間に発生する不良の半数は10個月以内に発生している｡

さらに表2より不良の48%が定期検査で発見され,またその間隔

が1年～2年に1回であることを考え合わせると,ダウンタイムを

極力減らすという意味で,故障の早期発見手法を装置に取り付ける

必要性を意味しているt)

一方,前述のとおり,交流回路を含めた点検方式が望ましく,以

上を実現する手法として次の2方式が考えられる｡

(1)常時監視……異常出力を検出する(主として誤動作故障の

検出)

(2)自動点検……正常動作ができることを確認する(主として

誤不動作故障の検出)

これら各方式は複雑にすれば情報量も多く,点検精度も高くなる

が,その反面経費の増大,点検信蹟度の低下などの相反する何が考

えられるので,ある程度の割切りが必要となる｡ここでは2.4で述

べたように,定量点検を含めないことを前提とし,以下考え方およ

び具体例をあげる｡

3.2 常 時 監 視

常時監視方式は常時の出力により,その機器の状態を判定するた

め,基本的には図4のように,なんらかの基準量が必要となる｡こ

の基準量をどのように考えるかにより次の3方式が考えられる｡

(1)常時の正常出力が定まっている場合

図5のように期待される出力を基準量と考え,異常出力を検出

する方式である｡これは最も簡単に構成できる方式で,適用範囲

も広く,常時不動作の継電器すべてに適用され,一括して監視す

る場合などに多く用いられる｡

例として方向距離継電器盤を考えると,各相の主保護,後備保

護,故障検出要素の各出力をORでまとめ,故障除去時限よりさ

らに一定時間経過したことを確認して監視出力とする｡

(2)入力に対し,その出力がある定まった関係にある場合

図dのように入力を基準量と考え,その異常出力を検出する｡

主として,ON,OFF信号回路などに対して有力な手段であり,

シーケンス中の監視に適用される場合が多い｡一例としてORシ

ーケンス点検の簡素化があげられる｡図7のように三相の主要素

の点検を考えた場合,点検の簡素化,点検時間短縮のためには三

相を同時に動作させることが望ましい｡一方,各要素の個々の出

力が正常か,否かは点検できない｡この欠点を補うため図7のよ

うな方式による監視を併用し,完全な点検とすることができる｡

(3)同様な動作をすると考えうる継電器が別にある場合

図8のように,二つの要素の出力の不一致を検出する方式であ

る｡この方式は,(2)方式の考え方に類似しており,さらに次の

3種額に分類される｡

(a)A継電器とB継電器が同一の場合

(b)A継電器とB継電器とで一方の動作域が広い場合

(c)A継電器とB継電器とでは入力またほ動作原理が異なる

場合

(a)は最も理想的な常時監視の形で,完全二重化を行なって出

力不一致を検出する方式である｡簡単な例として,距離継電器な

どでは,高速性と安定性を保持するために,正半波の判定出力と

負半波の判定出力を用いて判定を行なっている｡

この構成は二重化された継電器と同等であり,正負出力の不一

致検出による常時監視が可能となる｡

(b)は故障検出継電器と主継電器の間で監視する場合に多く用

いられ,両者の不一致を検出することにより,異常検出出力とす

る｡この場合,系統の外部事故時,故障検出要素が動作する場合

もあり,協調用タイマが必要となる｡

(c)の例としては三相の各相継電器のように,入力ほ異なるが
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出力

常時監視(不一致発見)

図4 常時監視方式の基本的ブロック図

被監視機器

T】
T2 常時監視

出力

図5 常時の正常出力が定まっている場合の

常時監視方式ブロック図

入力
Tl

T2

不一致検出

出力

図6 入力に対し,出力がある定まった関係にある場合の

常時監視方式ブロック図
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/
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各和監視出りJ
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図7 0Rシーケンスの点検ブロック図

A継電器

B継電器

出力A

出力B

不一致検出

図8 2要素間の常時監視方式ブロック図

常時,三相とも同じ動rFが期待できるため用いられる方式であり,

内容的には(1)の方式と同様である｡

以上の各方式はすでに図9のような,しゃ断器監視,親子PDの

電圧バランスの監視,またはDC電源の監視などに適用されている｡
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因10 自動点検による残存確率の改善

3.3 自 動 点 検

自動点検は周期的に点検し,主として誤不動作に連なる故障の有

無を検出するものである｡したがって常時監視で発見できない故障

を発見することができる｡

その効果を概念的に説明すれば,自動ノた検ほ残存確率月(f)をほ

ほ1に保つ手段で図10iここの様子を示す｡)同園で(a)の曲線を装

置全体の残存確率とすれば,全回路が点検されている場合(b)曲線

のように点検ごとに足(g)=1から始まる鋸歯(きょし)状の残存確率

に改善することができる｡各点検直後の恒斜はス(～)である｡一般に

ス(f)は経過時間とともに小さな値となるため点検ごとに鋸歯状の傾

斜は小さくなる｡一方,点検が不完全な場合,不完全部の残存確率を

(c)曲線とすれば点検による鋸歯状の残存確率は(d)曲線のように

(c)曲線以上に改善することほできない｡このためできるだけ広い

範囲の点検を行なう必要がある｡

現在公表されている点検方式は図11①～③までの3方式である

が,新しく④の方式を考案した｡表4はその比較である｡各方式に

ほ一長一短があるが,④の方式が簡単なわりに交流回路を含む広範

開の点検が可能である｡以‾F④の常時印加入力を用い点検を行なう

場合につき説明する｡

(1)整流形継電器の例

図12ほ不足電圧継電器に適用した場合の構成図を示したもの

である｡不足電圧継電器は原理上,常時の入力を抑制力としてい

るため,点検時ほ抑制力を0Vとすることにより動作状態とする

ことができる｡この点検より次の2点が確認できる｡

(a)点検前の出力が0であることから判定して,抑制力は正常

に印加されていたことがわかる｡すなわち,PT→ケーナ′レー

Aux.PT一整流回路出力端子までが正常であり,またトランジス

タ回路自身にも動作出力ありとなる故障もない｡

(b)抑制電圧を0(Ⅴ)としたとき,動作することはレベル判定

CT

Aux.PT

Aux.CT

ノ
ー
ケ
ン
ユ
桝
路

①点検パ′レス†.i号印加

②DC点検入プJ[‖加

③AC点検入プJ印加

④常時潮流を利用L,②入力方式と組合せる方式

一-▲ 点検範阿をホす｡

囲11各自動点検方式とその点検範囲

表4 各 点 検方式 の 比 較

Trip桔1r

点 検 方 式 長 所 短 所

① 点検パルスをDC回路に

通し,その健否を確認｡

トランジスタ回路の接続は

確認可能｡

AC回路の点検不能,点検

装置も複雑｡

② DC信号を印加し,PC

回路の健否を確認｡

③ AC信号を印加し,動作

を確認｡

④ 常時印加入力をそのまま

用いDC信号と併用し,

動作を確認｡

トラソジスタ回路は確実な

点検がなされる｡

AC回路の点検不能｡

AC回路を含めた定量試験

も可能となる｡

装置が複雑となり,点検時

間も長くなる｡Main PT,

CT開閉要す｡

点検装置が簡単,点検範囲

はMain PT,CT以後全

範囲可能｡

常時入力のない継電器では

②と同等となる｡

継電器本体 常時は入力電圧による抑制定圧あり｡

トト
⊥▲

Aux.PT

≡+

整流回路 レベル判定回路

｢

+

Hi力

点検開始入力

図12 不足電圧継電器の自動点検説明図

回路も正常に動作できることを示している｡

この方式を短絡故障検出継電器SV3形UN-6K2式に適用した

場合を図13に示す｡ブロック図を3区分し,AC回路整流回路,

瓜検回路および比較出力回路に分類し,表のような故障を起こせ

ば出力より判断して,

(a)常時監視により検出される故障(常時動作となり,誤動作

である故障)

(b)自動点検時に判明する故障(常時の誤不動作側の故障)

の二つが明らかとなることがわかる｡

また過電流継電器でも同様の適用ができる｡すなわち,基準電

圧側に点検回路を接続し,′点検時は常時の潮流で動作できるまで

感度を上げることにより動作を確認する方式である｡ただし,整

流回路の出力が0Vでも動作するまで感度を上げると交流回路の

断線,短絡が発見できなくなるので注意しなければならない｡

(2)距離継電器などの直接位相比較方式継電器の例

位相比較原理の継電器では,PT,CTから印加された入力を

二つ以上のベクトル量に変換し相互間の位相差を判定し動作する

方式で図14はその構成図である｡点検時は一方の交流入力の正

負半波方形波の組合せを入れ換えることにより,常時の印加入力

による不動作条件からそのまま動作条件に変えることができる｡
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At】X.PT

整流凹路

＼

点検回路

点検開始信号

某準電ト!こ

比較

回路

｢

+

検

始

号

点

閑

居

AC回路,整流硝岳亡工検
l

断 線

回 路

短 絡

発見の可否雷誌警護畠≠

i‾F‾】‾｢‾
｢‾l｢｢11

0 1 ◎

方形波◎
r可 路∈〉

○

比較回路,

動作出力
あり側

1

0 1 ◎

常時監視

図13 不足電圧継電器SV3形UN-6K三iこ適用した自動点検方式と点検状況

Ⅹ

◎軋竜匝旨各

(∋判定』路

+‥仙F
点無間始人力

図14 位相比較形継電器の自動点検説明図

方形波 ㊤

剛各 (C)

方形波 G

回路 (D)

Il)

×′

常時潮流インピⅥダンス

図15 モー継電器に適用した場合の常時および点検時の動作域

90判定出力

回 路

点検回路

仁ま検問姶信一弓

庄)手渡出力

e半液汁けJ

点 検

開 始

信 号
孟塁≡≡≡と

故障種弓

常時監視
出 力

発見の可否常時監視 ○
自動点検 ◎

方形波回路き;B

絡短線断 連続出力 出力なし 連続出力 出力なし

信号回路 F,H 90度判定出力回路

連続出力 出力なし 連続出力 出力なし

◎

常時監視

出力

･･信号またほ
出力なし

1…信号またほ

出力あり

図16 モー継電器SHY形N-6K2式に適用した自動点検方式と点検状況

この点検方式も(1)の例と同様交流入力が正常に印加されていな 時の動作範囲は特性円の内部領域(Ⅰ)であるが,点検時ほ前述の

いときほ,点検時にも動作しない｡このことほ交流回路以前, 反転効果により,特性円外の領域(Ⅱ)が動作域となるため,常時

PT,CTケーブルを含めた全回路の点検ができることを意味する｡ の潮流インピーダンスにより動作が確認できる｡

図15はモー継電掛こ適用した場合の動作域を示している｡常 この方式を適用したブロック図が図1dで,短絡方向距離継電器
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Ry

皇開始入力
電圧差動継電器

起

動卜
r 引は'ずL回路
F ロ ッ ク

J

l同上｡ック確認

-

凶17 電什差動継電器の｢!動′点検法

SHY形N-6K2式に適用した場合如jミしている｡･いまAC回路,方

形波回路,その他に区分し,剛三郎こホす哀の各故障を考えた場合,

平常時および点検時の継電器出力と常時監視出力を,正常な場合

に期待される出力と比較して故障の有無を判断する｡ただしこの

例では信号回路F,H点の連続出力故障が検出できない〕この回

路ほ点検帖のみの信弓･ル¶-トであろため常時の動作には支障をき

たさない(J

以上の方式ほ位相比較形継電器すべてに適用可能であり,方向

継電器,距離継電器,位相比較継電器などに′広く用いられている｡

(3)常時入力が期待できない継電器の例

図17に示すように電圧差動継電器の場合,常時の通過電流で

は両端CTの出力極性が道極性となり,継電器き入力電圧は0Vで

ある｡このため④の考え方が適用できないので,点検用電源より

点検入力を印加し,その動作を確認しなければならない｡

以上(3)の場合のように,常時入力が期待できないものに対して

は②または③の方式も考慮される.｢しかし一般にほ(1),(2)の考

え方のように定常入力が正常にトランジスタ回路に印加されている

場合にのみ動作点検可能な点検方式とすることば,大部分の継電器

に適用可能であり,効果的点検が実現できる｡特に簡単に短時間で

点検できることは装置のダウンタイムとの関連において重要な条件

となるり 図柑は足巨離継電装置の点検フロー図である｡④方式によ

F)装置の全回路を約1秒間で点検可能とした例である｡

この点検時間は,また,点検周期とも密接な関係がある｡いま,

点検周期を7もとし,そのうちr｡を点検時問とすると,図】0のよ

うな残存確率の1点検周期間の平均値百行)を最大にするには,

れ≒J苧 ‥‥(.2)

の扶J係を満足する必要がある(4)｡装置全体のス=5×10【5/bとし,

点炊時間を1秒とすれば,点検周期710ほ(2)式より24時間とな

り1日に1回の点検が最適となるu

さらに図1るの継電器につき,日動監視効果の検討を行なった｡

各部品のス(‾～)ほ日立製作所の統計による数値を採用し,設置後1年

経過した時点での累積故障確率ダ(オ)=1一月(～)を試算した｡この結

果,日動【訂!･視が取り付けられていない装置を基準として,各監視方

式のダ(∠)を示せば次のとおりである｡

(1)常帖監視のみ取り付けた場合‥‥
‥…(67%)

(2)常時監視と交流信号による点検を加味した場合...(13%)

(3)常時監視に新しい点検力式を追加した場合‥‥
‥(2%)

以上の結果,新しい自動監視方式の適用により不ぐあい動作の確

率ほ大幅に改善され,この方式の･陸位性を明確に示している｡

J

!削占外語;壬≠放映擬
l

l

こ 短絡内部≡年放段擬

1
1

i地結外部市政模擬

地稚内部プ歩故模擬

再 開 絡

動作【
全Ry猿〔婦確認

1

引ほずし回路Fソク解除

｢∴丁巨

周18 距離継電装置の

点検フロー図

図19 白劫監視を装備Lた

継電蓄き置例

図19は以上検討した方式を取り入れ完成した継電装置で,自動

監視回路の占める割合は約20%である｡現在,自動監視を装備した

継電装置は数例あるが,現在のところ各継電器は正常i･こ動作してお

り,継電器動作の不ぐあいを検出した実績を得るにほ至っていない｡

4.緯 口

以上,トランジスタ継電器の信顔度向上について,現時点におけ

る調査をもとに,効果的方策を検討した｡その結果,固有信板度向

上とともに,使用状態を考慮した使用信頼度向上策を採用すること

により,さらに信煩度向上が期待できる⊂)現在すでに継電器単体固

有のMTBFは107時間のオーダに達しているが,部【守一不良の割

合が大半を占めており,固有信煩度向上にほ,執吊の初期不良発見

に重点を置き改善しなければならない｡一方,自動監視方式におい

ては交流回路を含む広範囲の点検が効果的である(〕これらを考燈し

た一つの体系として,常時入力を用いた和しい自動点検方式を考案

し,実用に供した仁.今後さらに故障の実態調査をすすめ,引き続き

その効果を定量的に把握(はあく)し,方式の拡充を図る予定である｡

また,今後のコンピュータ化の動向を考慮し,監視のみにとどま

らず,不良検出と同時に日動切換,自動復旧などを含ぎ)たフィード

バック系のすべてi･こつき検討を続ける必要がある｡
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